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れる新しい学校経営は、“PDCA サイクル ” を縦糸
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（16） 森田前掲論文、2014 年、63-64 頁参照。 
（17） 滝口正樹「カリキュラム・マネジメントという
言説への対抗軸」前掲『季刊人間と教育』第
93 号、2017 年、52-59 頁参照。
（18） 戦後、旧教基法第２条（教育の方針）の意義
は、実生活と遊離した近現代日本教育の超国家
主義・軍国主義教育の歩みを反省し、「真理と
平和を希求する」人間性を育てるためには「あ
らゆる場所、あらゆる機会において、学問の自
由を尊重し、実際生活に即して、自発的精神を
養い、自他の敬愛と協力による」（傍点は筆者）
とし、学問的真理・真実の認識を育てる教育空
間、実生活と結合する教育空間、自他の共同性
と主体性を育てる集団の教育空間を創る教育方
針を説いた点にあった。
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旧教基法の全面「改正」（平成 18（2006）年）
後に成立した「改正」教基法では、教育行政の
役割は、第 16 条１項で、「教育は、不当な支配
に服することなく、この法律の定めるところに
より行われるべきものであり、…」と定められ、
旧教基法第 10 条の「不当な支配」を排すると
いう文言を残している。しかし、「この法律及
び他の法律の定めるところにより」との文言を
挿入したことにより、「法律によりさえすれば
教育内容の統制が可能となる仕組みが設けられ
た」との批判がある。
これに関連し、新教基法第２条（教育目標）
において、学習指導要領「道徳」編の「内容」
の項目（「公共の精神」「国と郷土を愛する態度」
など 20 徳目）を格上げし、法定した。これら
の変更点を考えると、新教基法に、「教育行政
の法律主義」の名目で、国民の教育目標として
法律で仔細に及ぶ教育内容である「公共の精神」
「国と郷土を愛する態度」など 20 徳目を定めた
こと、これら徳目を国民に押し付け、教育の自
主性を損なう仕組みが設けられたといえる。そ
の点では、学問的真理・真実の認識を育てる教
育空間、実生活と結合する教育空間、自他の共
同性と主体性を育てる集団の教育空間を創る教
育方針を説いた旧教基法第２条（教育の方針）
の意義は、「公共の精神」「国と郷土を愛する態
度」など 20 徳目を国民に押しつけるおそれの
ある新教基法第２条（教育目標）においては継
承されていない。
（19） 教育法令研究会『教育基本法の解説』國立書院、
1947 年、69 頁参照。
